












 題   目 
 
 
                                           
          ⽶系製造MNCの在⽇現法に                         








プロジェクト研究 グローバル・サービスビジネス研究   
 
 指導教員         太田 正孝教授         
 
 学籍番号           35082740-4         
 
 

































① 在日現法を取り巻く日本のビジネス環境との相互作用（External Embeddedness） 
② 在日現法と米系MNCネットワークとの相互作用（Internal Embeddedness） 



























































1 .  問題の所在と研究の目的 ................................. 3 
1.1 本論文の目的...................................................... 3 
1.2 本論文の分析対象 ................................................. 6 
1.3 分析のフレームワーク ............................................. 9 
1.4 本論文の構成..................................................... 13 
2 .  分析の焦点と先行研究の検討 ............................ 14 
2.1 在日現法の特徴 .................................................. 14 
2.2 日本の市場環境 .................................................. 16 
2.3 在日現法における外部ネットワークとの相互作用 ................... 19 
2.4 在日現法とMNC内部ネットワークとの相互作用...................... 22 
2.5 在日現法の進化と価値観 .......................................... 31 
3 .  共進する在日現法－日本IBMのケース .................... 37 
3.1 本社: INTERNATIONAL BUSINESS MACHINES CORP. の概要 ....................... 37 
3.1.1 International Business Machines Corp.の現状 ........................ 37 
3.1.2 IBMの沿革 ......................................................... 38 
3.2 在日現法：日本アイ・ビー・エム株式会社の沿革 ................... 42 
3.3 日本IBMの現在 ................................................... 49 
3.3.1 日本IBMの経営状態 ................................................ 49 
3.3.2 日本IBMと日本市場や外部ネットワークとの関係 ..................... 50 
3.3.3 IBMの内部ネットワークと日本IBMの関係 ............................ 53 
3.3.4 日本IBMの進化と経営の価値観 ...................................... 56 
4 .  追従する在日現法－日本HPのケース ..................... 59 
4.1 本社: HEWLETT-PACKARD CO. の概要 .................................... 59 
4.1.1 Hewlett-Packard Co. の現状 ......................................... 59 
4.1.2 HPの沿革 .......................................................... 60 
4.2 在日現法：日本ヒューレット･パッカード株式会社の沿革 ............ 67 
4.3 日本HPの現在 .................................................... 73 
4.3.1 日本HPの経営状態 ................................................. 73 
Page 2 
 
4.3.2 日本HPと日本市場や外部ネットワークとの関係 ...................... 74 
4.3.3 HPの内部ネットワークと日本HPの関係 .............................. 75 
4.3.4 日本HPの進化と経営の価値観 ....................................... 78 
5 .  自走する在日現法－富士ゼロックスのケース .............. 80 
5.1 本社: XEROX CORP.の概要 ............................................ 80 
5.1.1 Xerox Corp.の現状 .................................................. 80 
5.1.2 Xeroxの沿革 ....................................................... 82 
5.2 在日現法：富士ゼロックスの沿革 .................................. 86 
5.3 富士ゼロックスの現在 ............................................ 91 
5.3.1 富士ゼロックスの経営状態 .......................................... 91 
5.3.2 富士ゼロックスと日本市場や外部ネットワークとの関係 ............... 93 
5.3.3 Xeroxの内部ネットワークと富士ゼロックスの関係 .................... 94 
5.3.4 富士ゼロックスの進化と経営の価値観 ................................ 96 
6 .  結 語 ................................................. 99 
6.1 在日現法の進化 .................................................. 99 
6.2 在日現法に期待される役割と機能の変化 ........................... 102 
6.3 インプリケーション ............................................. 105 
6.3.1 実務家へのインプリケーション ..................................... 105 
6.3.2 研究者へのインプリケーション ..................................... 106 
6.4 残された課題.................................................... 108 
謝辞 ..................................................... 110 

























で「超帝国主義」[Delapierre and Michalet 1976 = 1980 , P.29] 的／経済合理的な価値観を
一新し、世界中に分散している資源を利用して新たな価値創造を行い、グローバルに展開
する企業内のネットワークを通じて世界に伝播させて、活用できることを優位性の源泉と
する企業体となることが要請された。例えば、”Trancenational” [Bartlett and Ghoshal, 1987]




と価値創造に注目した、より革新的なモデルとして提唱されているのが”Metanational”  [Doz, 





























































るRipplewood Holdings LLCが 60%の株式を保有する旭テック株式会社や、同様に、
Carlyle Groupが 48.4%を保有する株式会社キトーなどの上場企業である。この両社は「米
系の外資系企業」ではあるが「米系MNCの在日現法」ではない。このように、本論文で
                                               
1  経済産業省の「外資系企業動向調査」における「外資系企業」の定義は次のとおり。 
以下の条件を満たす我が国企業（金融・保険業、不動産業を除く。）。 
(1)外国投資家が株式又は持分の 3分の 1超を所有している企業  
(2)外国投資家が株式又は持分の 3分の 1超を所有している持株会社が出資する企業であって、外国投資家 
     の直接出資比率及び間接出資比率の合計が 3分の 1超となる企業  
   いずれの場合も、外国側筆頭出資者の出資比率が 10%以上であること。  
   (注 1) 持株会社とは、事業活動を営むことを目的とするのではなく、他の複数の会社の株式を所有すること 
   に よって、それらを支配することを主たる目的とし、グループ全体の経営計画立案に携わる会社。  
   (注 2)直接出資比率とは、資本金又は出資金総額に占める外国投資家の株式又は持分の比率。また、間接出資 














































年代 1920 1930 1940 1950 1960 1970 1980 1990 2000 







社 名 売上 （億円/2008） 
従業員数 
（単体） 外資比率 
日本アイ・ビー・エム株式会社 11,329 16,111名 100% 
富士ゼロックス株式会社 10,884 10,500名 25% 
日本ヒューレット・パッカード株式会社   4,456   5.800名 100% 
 
図表3：日本に進出している米系製造MNC総売上高大手５社（東洋経済新報社 外資系企業総覧2009） 
社 名 売上 （百万ドル/2008） 従業員数 
General Electric Co. 182,515 323,000 名 
Hewlett-Packard Co. 118,364 320,000名 
International Business Machines Corp. 103,630 398,455名 
Johnson & Johnson Inc.   63,747 118,700名 





























に分けて考えざるえない現状を、Dual Organizational Identification (DOI)と呼び、相対的
に重要性をバランスすることが在外現法経営における困難さの一因であるとの指摘もある





して提示した ”Organizing Framework for Subsidiary Evolution”（海外子会社における役割
の進化を決めるフレームワーク）
の３要因とほぼ同等である 
[Birkinshaw and Hood, 1998] 。
Birkinshawらが提示した３要因
は右図表 4 のとおりであり、 
•  本社からの役割付与 
•  在外現法による選択 




















出所：[Birkinshaw and Hood, 1998 P.783] 
出所：[Birkinshaw and Hood, 1998 P.775] 
図表4：Organizing Framework for Subsidiary Evolution 
図表5：Subisidiary Evolution As a Function of 















（[Jarillo and Martinez, 1990] [Birkinshaw, 1997] [吉原 et al., 1994] [Birkinshaw and Hood, 
1998] [Geppert et al., 2003] [Andersson et al., 2005] など）が示唆されており、それによる、
類型化と進化のモデル化（ [Malnight, 1995] [Birkinshaw, 1998] [Taggart, 1998] [Delany, 
2000] など）も行われている。これら先行研究の延長で、ホスト国における社会的関係へ
の埋め込み（Embeddedness）の強さが在外現法のパフォーマンスを規定する一因である
ことが確認されている [Uzzi, 1996] [Gulati et al., 2000] [Rowley et al., 2000] 。それとともに、
在外現法の外部ネットワークへのEmbeddednessは、MNCの内部ネットワークにおける
重要性を図る指標となるとの主張されている。[Andersson and Forsgren, 1996] [Andersson 
et al., 2002] 。同時に、在外現法の外部へのEmbeddednessは、在外現法固有の価値が創造




















•  在日現法を取り巻く日本のビジネス環境との相互作用（External Embeddedness） 
•  在日現法と米系MNCネットワークとの相互作用（Internal Embeddedness） 































系企業研究グループが1992年1月～3月に実施したアンケートに基づく分析 [吉原, 1992 ] 




  過去 現在 過去現在の 区別なし 合計 
日本市場の規模と成長性に注目 56 25.2% 66 15.7% 247 30.4% 369 25.4% 
日本がグローバル戦略で重要なため 25 11.3% 107 25.5% 194 23.9% 326 22.4% 
アジアの拠点とするため 40 18.0% 49 11.7% 70 8.6% 159 10.9% 
情報(市場と技術の)収集 7 3.2% 40 9.5% 62 7.6% 109 7.5% 
収益性が高いため 18 8.1% 34 8.1% 47 5.8% 99 6.8% 
日本の有能な人材の活用 7 3.2% 26 6.2% 57 7.0% 90 6.2% 
競争のないニッチ市場がある 23 10.4% 24 5.7% 41 5.0% 88 6.1% 
日本の技術・ノウハウの獲得 4 1.8% 28 6.7% 32 3.9% 64 4.4% 
日本の競争企業に接近する 5 2.3% 27 6.4% 26 3.2% 58 4.0% 
日本の原材料・部品の利用 8 3.6% 17 4.0% 29 3.6% 54 3.7% 
その他 24 10.8% 2 0.5% 2 0.2% 28 1.9% 
日本の保護主義の克服 5 2.3% 0 0.0% 5 0.6% 10 0.7% 
合計 222 100.0% 420 100.0% 812 100.0% 1454 100.0% 







































開発機構（Organization for Economic Co-operation and Development。以下、” OECD”







国内総生産（Gross Domestic Product。以下、”GDP” と略す）では、米国に次いで２位と
なっており、金額としては『436..34兆ドル（米）』であり、 OECD加盟国合計に対して












































































































































































































































































































































































































な影響を及ぼすことが指摘されている[Andersson et al. , 2005] 。このことは、R&D拠点の
機能に関して、既存知識や資源をベースに「展開する拠点」と新たな知識や資源を「獲得
する拠点」と分類でき、その因子は、前者はホスト国の市場規模であり、後者はホスト国
の科学水準の高さである、と示されている [Kuemmerle , 1999] ことでも補完される。 
また、「多様で複雑化する社会に向けて、多様な異なる価値を統合していくためには、
組織の多様性が必須となる」[寺本 2005 P.8] とする立場からも、ローカルでの外部ネット
ワークへの埋め込みの重要性は支持される。例えば、Intel社のKen Andersonは、Harvard 
Business Reviewへの寄稿にて ”Ethnography at Intel” として、多様化するマーケットへの
アプローチの戦略として、組織を構成する従業員の民族的多様性を確保することの重要性
を説いている [Anderson, 2009] 。Andersonが指摘する、”Ethnographic Research（人類学
的な調査）” は、本籍国からの間接的なアプローチでは効果が出せないため、グローバル
に多様化するマーケットを正しく、/効果的に理解するためには、MNCにおけるは、External 
Embeddednessは非常に重要であり、まさに ”A Key to Strategy” となる。 
いっぽう、在外現法が埋め込まれているローカルな外部ネットワークの価値が、MNC
の内部ネットワークにおける在外現法の ”source of power (力の源)” である、と指摘されて
もいる。 [Birkinshaw and Hood, 1998] [Andersson et al., 2002] [Geppert et al., 2003] 
[Morgan and Whitley, 2003] 。これをネットワーク組織論的に解釈すると、本社とホスト
国内の外部ネットワークとの間に存在する「ストラクチュアル・ホールズ（Structural Holes）」
の位置に在外現法が存在することで、「ネットワーク中心性（centrality）」を獲得して、













[Andersson et al., 2007] 。 
その他に、在外現法を取り巻くビジネスネットワークに起因し、MNCが埋め込まれる
環境が異なることがあり、その場合には競争優位の源泉も異なってくることもある [Forsgren 




























































的な基礎として自ら提唱しているOLI（O: 所有の優位性、L: 立地の優位性、I: 内部化）は、
OLE（OおよびL: 従前、E: 外部化）に代い替えされる[Dunning, 1997]、と述べてもいる。 
上記のような現象は、企業組織がネットワーク型に移行する場合には起こりうることで、
今井賢一と金子郁容が、企業組織のネットワーク化について「内部と外部との境界の融合」




































が可能」[寺本 2005 P.41] になるためである。さらに「Administrative Heritage」（組織の


















Garcia-Pont, Canales and Noboa による。Garcia-Pontらは、在外現法における戦略的行動
の源泉をMNCの内部ネットワークにおけるInternal Embeddednessに求めた [Garcia-Pont, 
Canales and Noboa, 2008] 。彼らは、Internal Embeddednessを在外現法が制御可能な資源
であると定義し、Internal Embeddednessを３つのレベルに階層化したモデルを帰納的に
開発した。１つめのレベルは ”Operational Embeddedness”であり、それは日常的な業務上
でのつながりを分析している。また、２つめのレベルを “Capability Embeddedness” とし、
MNC内部で競争力のある組織能力の開発を分析している。そして最後に３つめのレベル







の戦略策定においては制約を受けている [Nohria and Ghoshal, 1997] 。さらに、在外現法
の戦略オプションは、本社が定めるビジネス領域に制限されることが典型的 [Birkinshaw and 
Hood, 1998] なため、MNCのネットワーク上にある他のユニットとの協調や資源について
制約に直面する[Birkinshaw and Morrison, 1995] 。それにもかかわらず、在外現法同士が
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横方向の連携を確立することで将来への生き残り策 [Birkinshaw and Hood, 1998] や業績の
改善 [Subramanian and Watson, 2006]、MNC全体への影響力の確立 [Andersson et al., 
2007] を模索することが確認されている。その場合、在外現法は自社のイニシアティブと
本社からのリクエスト（ネットワーク全体で調整されている）との間でバランスを取って
戦略的に行動する [Birkinshaw, 1996] 。その戦略的行動は、MNCネットワーク内部での
特殊性が確立されることでより活発になる [Birkinshaw, 1997] [Birkinshaw, 2000] のだが、
その活発さはMNCネットワーク全体についての理解や興味を分散させ、不安定な状況に
陥らせる [Mahnke et al., 2007] おそれがある。この不安定さの回避する機能として ”Charter” 














[Morrison et al., 1991 P.96] 。また、自由貿易による単一世界市場などはありえず、現実的
にはリージョンベースでの活動が軸となるので、” think regional, act local — and forget 
global! (リージョナルに思考し、ローカルに行動する－グローバルは忘れる) ”べきであると












利用して、”Operational Embeddedness” および “Capability Embeddedness” 、 “Strategic 










参入時期 集計 企業数 製造・加工機能 営業・販売機能 研究開発機能 本社機能 
1981以前 401 66.8% 721.2% 33.9% 98.5% 
1982-86 205 32.7% 854.1% 21.0% 96.6% 
1987-91 268 37.7% 371.6% 14.6% 94.8% 
1992-96 322 22.4% 531.1% 11.5% 94.7% 
1997-2001 585 29.2% 386.8% 18.8% 93.8% 
2002-06 670 21.6% 851.5% 17.9% 88.7% 
注１：一つの事業所が複数の機能を有している場合は、それぞれに計上されている。 
注２：集計企業数は、「製造・加工機能」、「営業・販売機能」、「研究開発機能」、「本社機能」のいずれ 






参入時期 製造・加工機能 営業・販売機能 研究開発機能 本社機能 
1981以前 100 100 100 100 
1982-86 48.9 118.4 61.8 98.1 
1987-91 56.4 51.5 42.9 96.2 
1992-96 33.5 73.6 33.9 96.2 
1997-2001 43.7 53.6 55.4 95.3 






















P.82, P.114] ことも指摘されている。 














0 0-20 20-40 40-60 60-80 80-100 100 Total
0 14.1% 1.5% 1.0% 1.5% 3.4% 11.2% 24.3% 56.8%
0-20 1.0% 6.8% 4.4% 1.9% 3.4% 9.2% 0.5% 27.2%
20-40 1.0% 1.5% 1.5% 1.9% 0.5% 0.5% 0.0% 6.8%
40-60 1.0% 1.5% 0.5% 1.5% 0.5% 0.5% 0.0% 5.3%
60-80 0.0% 0.0% 1.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.0%
80-100 0.0% 1.0% 0.5% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 1.9%
100 0.5% 0.0% 0.5% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 1.0%


































ている [Harzing and Feely, 2008] 。在外現法において不信感が生まれるメカニズムは右の
図表 14のとおりとされ、Harzing and Feelyによると、グローバルレベルでの統合の度合
いが増すにつれて、オペレーションが中央集権化しやすく、形式的なコニュニケーション
が多くなる。そこで交渉が発生するのだが、その交渉で利用する言語が異なる場合、効率
出所：[Harzing and Feely, 2008 P.58] 
















の ”Charter” と”Capability” のマトリックスもその一例であるが、設立時点からの時間経過
を経て、変化することが示されている。例えば、Eli Lilly and Company社のグローバル化
過程で、在外現法の役割は  ”Appendage (付属物)”→ “Participation (参加)” → “Contribution 


























て８段階に区分した進化モデルも示されている [Delany, 2000] 。これは在アイルランドの
現地法人 28社のゼネラルマネージャへのインタビューから、在外現法の ”Mandate(権限・











センタ業務など）を行う(Rationalized operator) ことをいう。 





出所：[Delany, 2000 P.228] 
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拠点となる ”strategic centre” としての Stage6から、１つの業務領域のProfit/Loss を管理
するほどの重要性をMNC内で持ち得る ”strategic pivot” としてのStage7と、主要な意思
決定を独立的に行う （Strategic independent）” strategic apex” となる Stage8が含まれる。











とホスト国：日本の間での価値観の相違は、”Geert Hofstede™ Cultural Dimensions” 2 を
利用する。HofstedeはIBM社の社員を対象とした調査と分析を基礎 [Hofstede, 1991=1995] 
として、複数企業におけるコンサルティング等の結果を反映させた改編により、国民文化
を下記の5つの次元に区分し、国ごとに数値で指標化している。５つの次元は次のとおり。 









































































その蓄積プロセスを重視する傾向が強い [青島・加藤, 2003] ために、技術開発主導による
イノベーションに依存した内部成長であるのに対し、米系企業ではM&Aを通じた外部を


















3.  共進する在日現法－日本 IBMのケース 
3.1 本社: International Business Machines Corp. の概要 
3.1.1  International Business Machines Corp.の現状 
International Business Machines Corp.（以下、「IBM」と呼ぶ）は、世界最大のソリュ
ーションプロバイダであり、ハードウェアをはじめソフトウェア、サービスの提供および
レンタル・リース事業を 170か国で展開している。 
2008年12月決算による発表では、総資産109,524百万ドル  、売上高103,630百万ドル 、
総利益 45,661百万ドル、従業員数 398,455名。 
なお、現在の総売上高の内訳は、Global Services: 57.3% (Global Technology Services: 




が提唱した ”Globally Integrated Enterprise (GIE)” の考え方のしたがって展開されている。
GIEとは、グローバル化する世界への対応する企業の新しいビジネスモデルを表す用語と
され、従来の多国籍企業モデルを変革するものとされている [Palmisano, 2006] 。 
パルミサーノは企業による国際化の対応モデルを、以下の 3段階で説明した。 
• 国際企業 (International Corporation) 
• 多国籍企業 (Multinational Corporation、MNC) 































初代社長に就任する。この年が IBMの創立の年とされる。1924年に IBM（International 
Business Machines）と社名を変更して現在に至っている。 
その後の IBMは、ワトソン・シニアの指揮のもと、上記ビジネスを継続しながら順調
に業績を伸ばし、1949年に米国以外の諸国の活動を統括するIBM World Trade Corporation 




















[下田, 1994 P.48-52] が、その後、バロースとUNIVACの合併により誕生したユニシスを
除き、IBMが独占するメインフレーム市場から事実上撤退した。ちなみに、1971年時点























であったのに対し、1985年には30%、1989年には20%への低下していく[IBM Think No,2] 。
その流れにあって、IBMの主力製品であるメインフレームは「レガシー（遺物）」と呼ば
















































                                               

















ヨーロッパ･デイヴィジョン の配下に、実質的に 100%保有の在日現法を設立した [岡崎・









配下に設立されている。このとき、代表取締役は IBM 本社の利益代表であるC. M. Decker




















































このような状況にあった 1975年 2月に椎名武雄が社長就任する。 
椎名は “Sell IBM in Japan, sell Japan in IBM.” のスローガンを立て、日本国内における
日本 IBMの地位向上を図るとともに、日本特有の製品・サービスの提供や日本 IBM独自
のビジネス施策の実施を IBM本社に理解・承認させた。 




















日本選手権は 8度出場し 95年と 98年に４強入りをし、ラグビー部は国内上位 14チーム
で構成されるトップリーグにまで上り詰めた。 
日本 IBMと直接は関係ないが、IBM T. J. Watson研究所の研究員であった江崎玲於奈
がノーベル物理学賞を受賞したのは 1973年である。 











で ”MDQ(Market Driven Quality)” という名前でTQM活動が展開された。 


















経常利益は 1990年からさらに 30%落ち込んだ。対応策として 1991年に「サービス会社へ
の脱皮」が宣言されたが、即効性は薄く、1992年から人員の整理を開始することになる。
この施策は 1995年まで続き、1992年時点で 25,000名だった日本 IBMの社員は、1995年











































































                                               
6 これは IBMにおいて世界で唯一の存在だったと惜しまれている。
http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/COLUMN/20050830/220293/ 
7 2004年 4月 21日(水)「しんぶん赤旗」 
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3.3 日本 IBMの現在 
3.3.1 日本 IBMの経営状態 




































下記のとおり、74社に対して日本 IBM自身が出資している (2009年 10月 1日現在) 。 
• 子会社  （出資比率 100%）  15社 
• 関連会社 1 （出資比率 50超～99%）    8社 
• 関連会社 2 （出資比率 10～50%）  12社 




3.3.2 日本 IBMと日本市場や外部ネットワークとの関係 
1980年代を中心とする椎名社長時代の日本IBMが注力したのはExternal Embeddedness
の開発であった。椎名が貫いた ”Sell IBM in Japan, sell Japan in IBM” は、IBMの理解を
得て、日本でのExternal Embeddednessを高めること、を表現している。現在も天城会議







が高い、価値があることだ、と説明するだけの Internal Embeddednessが必要となろう。 














































































3.3.3 IBMの内部ネットワークと日本 IBMの関係 
20世紀までの IBMは、GIEで定義された多国籍企業そのものであり、製品やブランド
での関わりはあるものの、100%の資本は押えながらも基本的には各在外現法に任せる経営
を行っていたため、日本 IBMにおいても、先に述べたいくつかの例にあるとおり Internal 
Embeddednessはそれほど重要な観点ではなかったように思われる。1980年代を中心に、
日本 IBMを率いた椎名は ”sell Japan in IBM” を説いたが、その目的は日本 IBMが日本で

































(Application Development Standardization Guide：アプリケーション開発標準化ガイド) と
して標準化している。これは過去の時点において、IBMの社内で日本 IBMが最も先進的
にシステムインテグレーションを推進していたため IBMとしての標準がなかったという


































最後に、組織能力開発に関する Internal Embeddednessについて検討を行う。日本 IBM





















3.3.4 日本 IBMの進化と経営の価値観 











































                                               









4.  追従する在日現法－日本 HPのケース 
4.1 本社: Hewlett-Packard Co. の概要 
4.1.1  Hewlett-Packard Co. の現状 
 Hewlett-Packard Co.（以下、「HP」と呼ぶ）は、コンピュータシステムと周辺機器等、
ＩＴ全般にわたる製品・サービスを提供している総合企業である。 
2009年10月決算による発表では、総資産114,799百万ドル  、売上高114,552百万ドル 、
総利益 10,136百万ドル、従業員数 320,000名。 
なお、現在の総売上高の内訳は、Technology Solutions Group 46.4% (Services: 30.0% / 
Enterprise Storage and Servers: 13.3% / HP Software: 3.1%)、Personal Systems Group: 
30.5%、Imaging and Printing Group: 20.8%、HP Financial Services: 2.3% であり、総合的
にバランスがとれたハードウェアベンダであるが、企業向け領域（Technology Solutions Group）
においては、サービスビジネスの比重が高くなっていることがうかがえる。この背景には




















を規定する基盤となったとされる。 ”HP Way” とは、”Customer loyalty（顧客からの尊敬
と信頼の獲得)”、” Profit（適正な利益）”、”Market leadership (市場でのリーダーシップ)”、 
” Growth (成長)”、” Employee commitment (働く人へのコミットメント)”、” Leadership 
capability（ リーダーシップの発揮）”、”Global citizenship (良き市民)” の 7項目から定義
されており、今後も受け継ぐことが明言されている。12 
この ”HP Way” にしたがうと、HPは草創期からグローバルマーケットを意識した運営
がなされており、その方式は各在外現法との連邦的な関係であることが想定される。 
また、社内の業務管理において「グローバル共通化比率」[峰, 2008 P118] を掲げ、機能
の合理化・共通化を強力に推進している。グローバル共通化比率の具体的なターゲットと







HPは 1939年にBill Hewlett と Dave Packardのパートナシップとして起業される。この
当時のふたりは、卒業したスタンフォード大学に戻っており、指導教官であるFred Terman
教授の勧めと経済的支援を受けて、Packardの住居とHewlettがPackard家の裏に借りた  
                                               
12  “HP way” については、2002年に発生した経営方針をめぐって、当時のCEOのFiorinaと創設
者の息子でさらにボードメンバーであったWalter B. HewlettやDavid W. Packardが ”HPway” 
の意義を論点に株主投票まで発展した事件や、2002年の事件への対応をめぐって、2006年に

























また、1958年にHP史上初めての企業買収を実施している。この時にF. L. Moseley 
Companyを買収したことでHPはプロッタ事業に参入し、現在のプリンタ事業につながる。








































このころHPのコンピュータ事業は ”Sell Standard” のスローガンを掲げて、特注による
製品販売を押さえるマーケティングを行っている。 
1977年に John A. Youngが社長に就任する。Youngは長年、HPに在籍したエンジニア
で、創立者である 2人の後継者として、内部昇進による社長就任であった。なお、Young
















1987年にHP創業の地であり、Bill Hewlettが借りていた ”ガレージ” が歴史的建造物に
指定されている。14 
























1994年から Intel Corp. との共同で、64ビット・マイクロプロセッサ・アーキテクチャ
の開発に着手している。HP研究所での研究成果を活用して、PA-RISCプロセッサの後継
製品を製作したが、IA-64として 2001年に上市する段階ではHPはプロセッサの開発から









































                                               


























                                               
16 IBMがパーソナルコンピュータ事業をLenovoグループに売却したことが最大の要因である 
















































を発足させ、ソフトウェアのSeyetems Engineer (SE) リソースが社内になかったため、YHP
としては初めて中途採用を行っている。ただ、コンピュータの領域でも苦戦は強いられた。











                                               
































                                               







な経営方針として “Be a member of HP” を打ち出し、HP全体のグローバル最適化の流れ
にアラインする方針を選択している。そして 1995年には、現在の社名である日本HPへ
社名変更している。甲谷が社長在任期間中に日本HPは大きく業績を伸ばし、1993年就任





















                                               




























































                                               































































































































































































































5.  自走する在日現法－富士ゼロックスのケース 
5.1 本社: Xerox Corp.の概要 




2008年 12月決算による発表では、総資産 22,447百万ドル  、売上高 17,608百万ドル 、
総利益 939百万ドル、従業員数 57,100名。 








  North American Operations  
North American Operations includes the United States and Canada. 
  Xerox Europe  
Xerox Europe covers 17 countries across Europe. 
  Developing Markets  
Developing Markets supports more than 130 countries. 
  Fuji Xerox  
Fuji Xerox, an unconsolidated entity of which we own 25%, develops,manufactures and distributes document management systems,, 
supplies and services. 








が協力しあって営業サービスを行う Global Account Marketing Exchange (Game)としての 
活動を開始し、88年からは、とくに広範囲な国際的活動を展開している超大手顧客を対象
に、商圏を越えてグローバルにマーケティングを行うGlobal Account Marketing (GAM)を
展開している [経済界, 1992 P.216]。 
2000年に 2億 7300万ドルの赤字を出し、その時点の負債が 186億ドルとなり、CEO
のG. Richard Thomanが更迭され、Anne M. Mulcahyによる再建を続ける。2007年に
Mulcahyは会長となり、2009年からUrsula M. BurnsがCEOに就任した。Burns はS&P100
での最初のアフリカ系アメリカ人の女性の最高経営責任者として話題になった。 




•  ウィンドウシステムとマウス：MacintoshやWindowsとして他社が商品化 
•  オブジェクト指向の考え方と smalltalk：Javaとして世に普及したのは他社 
•  ページ記述言語とベクトル・フォント：退職した開発者がAdobe社を設立 








                                               





Xeroxの母体は 1906年に設立された”The Haloid Photographic Company” である。同社
はもともと印画紙や印画用機器を製造する会社であった。同社でChester Carlson が開発
した普通紙コピ  ー(PPC - Plain Paper Copy) の技術である”xerography” を利用したPPCの
製品化に成功したことが、Xeroxの原点となる。それが 1959年に発表された”Xerox 914” で









同社は 1958年に"Haloid Xerox" と改称し 1961年には "Xerox" に名前を変更している。 
”Xerox 914” は、1961年までに 6000万ドル、1965年には 5億ドルを売り上げるヒット
















Center for Research and Technology"を設立している。 
1961年にはニューヨーク証券取引所、1990年にはシカゴにそれぞれ上場している。 
1969年には、メインフレームコンピュータを製造していたIBMの競合であったScientific 

















Commission（連邦取引委員会、FTC)はXeroxをUnited States antitrust law（独占禁止法）
の consent decree（同意判決）に至った。訴えは 1972年に起こされている。これにより、
Xeroxが保有する全ての特許ポートフォリオは、強制的にライセンス供与する必要が出て
きた。このライセンス供与の結果、米国PPC市場は日本企業を中心とした競合企業との












根拠としている。この成果は 1989年のThe Malcolm Baldrige National Quality Awardの
受賞につながるとともに、80年代の業績回復を実現した。なお、Kearnsの活動は全世界
のXeroxに展開されていることは 1984年オランダ、1985年イギリス、1987年フランス、
1989年カナダがそれぞれの国の品質関連の受賞をしている[Kearns, 1992=1993 P.292] 。
さらに 1983年には 10シリーズを発売したことで 10年ぶりにマーケットシェア第 1位を














そのいっぽうで2002年に過去の不正会計についてUS Securities and Exchange Commission
                                               
























































シップ」[吉原, 1992 P.72] の表れといわれている。その信念は、1971年の２工場移管にも
発揮されている。なお、富士ゼロックスが開発機能を保持せざるえなかった理由として、





















































































もってビジネスを展開していると言える。なお、売上高の内訳はOffice Segment Service 
70.9%（オフィスプロダクト事業 54.0%、オフィスプリンター事業 16.9%）、Procudtion 12.4%、














事業所数は、富士ゼロックス単体で 6、うち開発・製造拠点が 4、研究拠点が 1。子会社
や関係会社では、国内事業所数は 44、うち開発・製造拠点が 3、販売拠点が 34。海外事業
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から富士ゼロックスでは、TQCに代表される「逆移転」 [吉原 et al., 1994] が行われてきて
いる。また、現在の富士ゼロックスのソリューションビジネスにおける先進性はXeroxの
内部で有効に活用されるべきであろうから、先述したコミュニケーションにおける言語の
差異への対策はやはり必要となろう。この領域に関してのXeroxの期待値は高い 27 。 
また、PARCをはじめとする研究開発機能との Internal Embeddednessは、年間の研究















                                               

























































の大きいGeneral Electric Co. は日本へのビジネス展開において複数の合弁会社を設立して
おり、「総覧」に登録されている企業だけでも 12社が確認されている 28 。そのために、
在日現法の規模は大きくはない。第 2位のHP、第 3位の IBMでは、それぞれの在日現法
である日本HPと日本 IBMが第 3位と第 2位の規模にはなっているものの、日本 IBMは
日本HPの売上高と従業員数の両方で２倍以上の規模になっている。いっぽう、在日現法
として連結で圧倒的規模で存在する富士ゼロックスでは、その本社に該当するXeroxが2009











                                               














































































































































































& Gamble Company もすでに”One Asia”構想のもと、日本の機能縮小を図っている。これは
撤退ではなく、特化である。また、製品開発においてもThe Procter & Gamble Company で
はResearch & Development に代えてConnect & Development 29 を標榜しており、社外をも
含めたネットワークの力で、スピードの向上を図っている。同様に、いままでは複数の合弁
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